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希望制（公募型）指名競争入札の入札説明書 

 令和 8年9月29日 

１ 営業種目 営業種目  「004什器・家具」 取扱品目  

２ 件  名 西台図書館閲覧用家具等の購入 

３ 履行場所 区指定場所 

４ 概  要 

 

【品名・数量】 

品名 数量 

ラーニングテーブル 6台 

閲覧椅子 6脚 

テーブル（円形テーブル） 2台 

オープン書庫（木製書架傾

斜複式２連３段） 

1台 

記載台 2台 

特殊机（キャレルデスク） 7台 

オフィスチェア 肘無 5脚 

特殊机（閲覧テーブル（衝

立付）） 

1台 

木製閲覧椅子 6脚 

椅子（ロビーチェア（肘付）） 16脚 

 

※既存品の一部引き取りを行うこと。 

※参考品や設置場所については仕様書で指定する。 

※設置後に必ず固定や転倒防止措置をすること。 

※取付費・諸経費等は本契約に含むものとする。 

※同等品以上のものを納入する場合は、カタログ・規格表等の客観的資料を提示のう

え、本入札（見積合せ）の質問期間において、区に確認し承諾を得ること。 

 

５ 契約期間 契約締結日から令和9年3月15日まで 

６ 予定価格 公表しない 

７ 最低制限価格 設定しない 

８ 入札方法 共同運営電子調達サービスによる。 

 (注１)落札決定にあたっては、入札金額(総価)に100分の110を乗じた金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもっ

て契約単価とするので、消費税法の規定による課税業者であるか免税業者であ

るかを問わず、契約希望金額の 110分の100に相当する金額を入札時に入力す

ること。 

なお、落札者には契約書の作成に際し、項目ごとの単価を明記した内訳書の

作成を求めるため、これに留意して契約希望金額の積算を行うこと。 

 (注２)提出した入札書の書換え、引換え又は撤回はできないものとする。 

９ 入札参加資格条件 (１)地方自治法施行令第 167条の4の規定に該当しないこと。 

(２)「１ 営業種目」で掲げる営業種目について、東京都板橋区の競争入札参加資格

（以下「競争入札参加資格」という。）を有していること。 

(３)東京都板橋区競争入札参加有資格者指名停止要綱（平成 17 年３月区長決定）に
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基づく指名停止を受けている期間中でないこと。 

(４)東京都板橋区契約における暴力団等排除措置要綱（平成 24 年２月区長決定）に

基づく入札参加排除措置期間中でないこと。 

(５)信用失墜行為、手形の不渡り等、入札に参加することが不適当と認められる事由

のないこと。 

(６)経営不振の状態(会社更生法第17条第1項に基づき更生手続開始の申立てをした

とき、民事再生法第 21条第 1 項に基づき再生手続開始の申立てをしたとき、手形

又は小切手が不渡りになったとき等)でないこと。 

(７)組合が申請する場合、当該組合の構成員は同一の案件に申請できない。 

※組合が申請する場合、当該組合の構成員の名称及び共同運営電子調達サービスで

の受付番号が明示された名簿等を、希望申請時の添付資料に添付すること。 

なお、構成員の名称及び共同運営電子調達サービスでの受付番号が明示されていな

い名簿等が添付されている場合、名簿等が添付されていない場合は入札参加に係る

資格条件を満たしていないものとして取り扱う。 

(８) 以下①②のいずれも満たすこと。 

 ①「13 申請書提出期間」内における申込時点で、共同運営サービス上の東京都板

橋区競争入札参加資格申請営業種目（取扱品目含む。）の「１ 営業種目」で掲

げる営業種目（取扱品目含む。）に登録があり、共同運営格付Ａ・Ｂ・Ｃを有す

ること。  

② 板橋区に本店を有するもの又は板橋区内に代理人を置き支店・営業所等を有する

もの(板橋区が定める基準による区内事業者の要件に該当するものに限る。) 

10 公正な入札の確保 (１)指名を受けた者（以下「入札参加者」という。）は、競争入札等参加者心得（電子

調達案件用）（以下「入札心得」という。）を遵守すること。 

※共同運営電子調達サービスのお知らせ情報板橋区にて確認可能。 

(２)入札参加者は、入札に当たっては、ほかの入札参加者と入札意思、入札価格（入

札保証金の金額含む。）その他入札に関する書類等についていかなる相談も行って

はならず、独自に入札価格を定めなければならない。 

(３)入札参加者は、落札者の決定前に、ほかの入札参加者に対して入札意思、入札価

格（入札保証金の金額含む。）その他入札に関する書類等を意図的に開示してはなら

ない。 

(４)入札参加者が連合し、又は不穏の行動をなす等の場合において、入札を公正に執

行することができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、

又は入札の執行を延期し、若しくは取りやめることがある。 

(５)競争性を確保するため、希望（公募）によらずして区が入札参加資格条件を有し

ているものを追加で指名する場合がある。 

11 入札の無効 下記のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

(１)共同運営電子調達サービスにて配信する発注図書（「発注図書等受領」にて取

得できる。）を受領していない者のした入札 

(２)入札参加の資格を有していない者のした入札 

(３)虚偽の申請を行った者のした入札 

(４)入札心得において示した条件等入札に関する条件に違反した者のした入札 

(５)入札又は開札時点で競争入札参加資格の取り消し又は失効等の理由により、競争

入札参加資格を有していない者のした入札 

(６)入札金額を０円とした入札 

(７)明らかに連合によると認められる入札 

(８)その他の入札に関する条件に違反した入札 
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12 申請方法 共同運営電子調達サービスによる。 

13 申請期間 令和 8年9月29日午前9時00分から令和8年10月6日午後4時00分まで 

14 指名通知 令和 8年10月8日に共同運営電子調達サービスで通知する。 

15 仕様書等の配付 仕様書等については、令和8年10月8日以降に共同運営電子調達サービスからダウ

ンロードすること。 

16 質問の方法 仕様書等に対する質問がある場合、また、仕様書に参考品と同等以上を可とする旨の

記載がある物品についての同等品確認は、指名通知及び仕様書等を受領後に共同運営

電子調達サービスにて令和8年10月13日午後4時00分までに質問すること。 

なお、質問に対する回答の全ての内容は、全ての入札参加者に適用する。 

同等品確認の質問の際は、『仕様書の参考品名・製造メーカー名・型番（型式）等』及

び『納入予定製品の製造メーカー名・型番（型式）等』を正確に入力すること。 

その際、必ず同等品製品の製造メーカーの製品カタログ（最新版）等の写しを「添付

資料」に添付するものとし、「添付資料」の無い質問については回答しない。 

※データ添付を原則とするが、共同運営電子調達サービス上のデータ容量等により添

付が困難な場合は、事前に下記担当に電話で連絡した場合に限り、メールでの提出を

認める。ただし、この手続きによらず提出したものについては、添付資料なしの質問

とみなし、回答はしないので注意すること。 

【問い合わせ先】 

板橋区役所 総務部契約管財課契約係 「西台図書館閲覧用家具等の購入」担当 

   TEL 03-3579-2083 

E-mail so-keiyaku@city.itabashi.tokyo.jp 

17 回答の方法 質問に対する回答は、共同運営電子調達サービスにて供覧する。 

供覧開始：令和8年10月15日午前10時00分から 

18 入札期間 指名通知書の発行日から令和8年10月20日午後1時30分(期限厳守) 

※入札書受理書が発行されない場合は、不参扱いとなるので注意すること。 

19 開札日時 令和 8年10月20日午後1時35分 

20 開札場所 共同運営電子調達サービス 

21 入札執行の回数 最大３回 

※１回目の入札で落札者が無い場合は再入札を行う。この場合、共同運営電子調達

サービス上で開札後に再度入札日時、開札予定日時等を記した「再度入札通知

書」を送信するため確認し対応すること。ただし、１回目の入札において辞退、

不参又は無効となった者は再度入札には参加できないものとし、３回目の入札を

行う場合も同様とする。 

22 最低入札参加者数 １者 

23  落札者への通知 落札者には共同運営電子調達サービスを通じて開札日時以降に通知する。 

24 落札者への契約

書の配付方法 

共同運営電子調達サービスに登録された本店所在地（代理人を選任している場合はそ

の所在地）の住所に契約書を郵送する。 

25 入札保証金 免除 

26 契約保証金 免除 

27  使用する契約条項 「物品供給契約書（総価）」※板橋区ホームページを参照すること。 

mailto:so-keiyaku@city.itabashi.tokyo.jp
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28  その他 (１)落札者となるべき同価の入札をした者が２者以上あるときは、入札書に金額とと

もに入力したくじ番号に基づき落札者を決定する（共同運営電子調達サービス電子入

札操作手順書（物品）参照のこと。）。 

(２)本件は指名競争入札であるため、「９ 入札参加資格条件」に定める条件を満た

している場合でも指名しないことがある。 

(３)共同運営電子調達サービスでの電子入札に関する操作方法等の不明点について

は、「コールセンター ℡0570-05-1090」へ問い合わせること。 

 


